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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第11期より連結財務諸表を作成しております。 

３．第11期については貸借対照表のみが連結対象となっているため、連結経営指標等は連結貸借対照表に該当す

る部分のみ記載しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第12期はストックオプション制度導入に伴う新株予

約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載してお

りません。 

５．第11期、第12期の株価収益率については、当社株式は非上場であったため記載しておりません。 

６．第11期以降の連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人及び公

認会計士前野芳子氏の監査を受けております。 

なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監査法人となりました。 

７．当社は平成17年５月31日付で株式１株につき30株の株式分割を行っております。 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高 (千円) － － － － 3,038,990 3,734,947 

経常利益 (千円) － － － － 223,098 225,708 

当期純利益 (千円) － － － － 128,161 129,953 

純資産額 (千円) － － － 439,331 606,573 1,104,519 

総資産額 (千円) － － － 1,071,277 1,253,387 1,817,382 

１株当たり純資産額 （円） － － － 1,311,437.90 55,007.98 91,836.62 

１株当たり当期純利益金額 （円） － － － － 12,375.35 11,474.92 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
（円） － － － － － 10,807.84 

自己資本比率 （％） － － － 41.0 48.4 60.8 

自己資本利益率 （％） － － － － 24.5 15.2 

株価収益率 （倍） － － － － － 23.44 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － 87,512 255,877 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － 99,943 △171,507 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － － 118,221 208,015 

現金及び現金同等物の期末

残高 
(千円) － － － － 474,525 766,911 

従業員数 （人） － － － 940 935 1,236 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第11期以前は潜在株式が存在しないため、第12期は

ストックオプション制度導入に伴う新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中

平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３．第12期までの株価収益率については、当社株式は非上場であったため記載しておりません。 

４．第11期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人及び公認会

計士前野芳子氏の監査を受けておりますが、第８期、第９期及び第10期の財務諸表については、監査を受け

ておりません。 

なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日より名称を変更し、みすず監査法人となりました。 

５．第10期は、決算期変更により平成14年11月１日から平成15年９月30日までの11ヶ月間となっております。 

６．第12期より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資

活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は

記載しておりません。 

７．当社は平成17年５月31日付で株式１株につき30株の株式分割を行っております。 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高 (千円) 1,146,722 1,060,165 1,480,096 2,083,317 2,134,878 2,878,288 

経常利益 (千円) 16,983 87,194 109,682 172,856 108,771 142,010 

当期純利益 (千円) 11,219 50,385 59,934 93,818 64,342 79,437 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) － － － － － － 

資本金 (千円) 10,000 10,000 10,000 80,000 99,540 283,540 

発行済株式総数 （株） 200 200 200 335 11,027 12,027 

純資産額 (千円) 70,348 120,734 180,668 439,331 542,754 990,184 

総資産額 (千円) 302,151 402,040 505,603 990,983 1,095,724 1,492,941 

１株当たり純資産額 （円） 351,742.94 603,670.08 903,341.45 1,311,437.90 49,220.50 82,330.14 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

1,000.00 

(－) 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） 56,099.20 251,927.14 299,671.37 457,253.12 6,212.99 7,014.35 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － － 6,606.58 

自己資本比率 （％） 23.3 30.0 35.7 44.3 49.5 66.3 

自己資本利益率 （％） 17.3 52.7 39.8 30.3 13.1 10.4 

株価収益率 （倍） － － － － － 38.34 

配当性向 （％） － － － － － 14.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － 144,304 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － △6,152 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) － － － △97,887 － － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
(千円) － － － 77,142 － － 

従業員数 （人） 290 496 556 605 625 919 



２【沿革】 

年  月 概  要 

平成５年12月 総合アウトソーシング会社として、京都府福知山市に㈲フリーワークを設立 

平成12年３月 ㈲フリーワークを㈱フリーワークに組織変更 

平成14年５月 兵庫県豊岡市に㈱フリーワーク豊岡営業所開設 

平成16年８月 大阪市都島区に㈱フリーワーク大阪営業所開設 

平成16年８月 株式取得により㈲エイブルホールディングスを子会社とする 

平成16年９月 株式交換により㈱サクセススタッフ、㈱ミストラルサービスを子会社とする 

平成16年９月 ㈱フリーワーク大阪営業所を本社とし、従来の本社（福知山市）を本部とする 

平成16年９月 ㈲エイブルホールディングスを吸収合併 

平成16年11月 沖縄県那覇市に㈱フリーワーク沖縄採用センター開設 

平成17年１月 ㈱フリーワークが一般労働者派遣事業の許可を取得 

平成17年２月 鳥取県鳥取市に㈱フリーワーク鳥取出張所開設（現 鳥取営業所） 

平成17年６月 岡山県津山市に㈱フリーワーク津山出張所開設（平成18年８月倉敷営業所へ統合） 

平成17年11月 島根県松江市に㈱フリーワーク島根出張所開設（現 島根営業所） 

平成18年６月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に株式を上場 

平成18年８月  岡山県倉敷市に㈱フリーワーク倉敷営業所開設 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と連結子会社２社（㈱サクセススタッフ・㈱ミストラルサービ

ス）により構成されており、総合人材事業（アウトソーシング・人材派遣）、介護事業を主体に展開しております。

なお、子会社の２社はすべて当社の100％子会社となっております。 

 当社グループの事業内容及び当社との関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の

種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

(1）総合人材事業 

① アウトソーシング事業 

 当社及び連結子会社㈱サクセススタッフは、顧客企業から製造等の業務を委託され、スタッフ(注）への業務

遂行の指示やその他の管理を当社及び㈱サクセススタッフが行い、委託された業務を完遂する業務の請負事業で

ある「アウトソーシング事業」を行っております。アウトソーシングは、当社がスタッフへの指揮命令権をもっ

ており、顧客企業がスタッフへの指揮命令権をもつ人材派遣とは異なります。 

 当社及び㈱サクセススタッフは、顧客企業との信頼関係を構築し、中長期的に製造工程業務を一括して請負う

ことを目指し、スタッフに対するキメ細かな人事管理と、適正な人材配置や工程改善等による生産効率の向上に

積極的に取り組んでおります。当社及び㈱サクセススタッフ、顧客企業、スタッフの関係を図示すると次のよう

になります。 

(注)スタッフとは当社グループのアウトソーシング先、派遣先、介護事業における現場作業者の総称であります。

② 人材派遣事業 

 当社及び連結子会社㈱サクセススタッフは、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件

の整備等に関する法律」（以下、「労働者派遣法」という）に基づき、厚生労働大臣より「一般労働者派遣事

業」の許可を受け人材派遣事業を行っております。 

 「一般労働者派遣事業」は各種スキルを持った労働者を事前または派遣先顧客企業の要望により募集し登録を

行い、その登録者の中から派遣先の希望する条件にあったスキルを持った労働者を選択します。そして、期間・

労働条件等を定め当社及び㈱サクセススタッフと雇用契約を締結した上で、派遣先顧客企業へ労働者を派遣する

事業であります。この場合の派遣労働者への指揮命令権は派遣先顧客企業にあり、当社は派遣労働者と雇用契約

による雇用関係が成立します。 

 当社と㈱サクセススタッフとの業務分担は、当社が主に製造工程、㈱サクセススタッフがそれ以外の人材派遣

を担っております。当社及び㈱サクセススタッフ、顧客企業、スタッフの関係を図示すると次のようになりま

す。 



(注)当社では、平成16年３月からの労働者派遣法の改正により、製造工程への労働者派遣が１年間（平成19年３月

より３年間）の期間限定で許可されたことを受け、従来のアウトソーシングに加え「一般労働者派遣事業」の

許可を受け製造工程への人材派遣事業を併用して、顧客企業の多様化するニーズに的確に対応しております。

(2）介護事業 

 連結子会社㈱ミストラルサービスは、居宅介護支援、訪問介護、訪問入浴介護、ホームヘルパー養成研修等の在

宅介護サービスを中心とした事業を行っております。 

 訪問介護事業は開設当初より24時間365日のサービスを実施し、高齢者の在宅生活を支えております。介護保険

による高齢者を対象としたサービス提供以外に、支援費制度による身体障害、知的障害に関わるサービスも提供し

幅広いニーズに対応しております。また、ホームヘルパー養成研修は２級課程を中心に開催しており、厚生労働省

の認可を受けた教育訓練給付金制度の指定研修事業となっています。この研修により優秀な人材を数多く育成し介

護事業の拡大を図っております。㈱ミストラルサービス、顧客（利用者）、スタッフの関係を図示すると次のよう

になります。 



［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

(1）総合人材事業 

(2）介護事業 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社であります。 

３．㈱サクセススタッフについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。 

主要な損益情報等    (1）売上高       591,303千円 

(2）経常利益      63,248千円 

(3）当期純利益     37,511千円 

(4）純資産額     188,700千円 

(5）総資産額      249,940千円 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合
又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 

 ㈱サクセススタッフ

（注）２.３ 

京都府 

福知山市 
30 総合人材事業 100 

設備の賃貸 

業務の受託 

役員の兼任・３名 

 ㈱ミストラルサービス 
京都府 

福知山市 
10 介護事業 100 

設備の賃貸 

業務の受託 

役員の兼任・２名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．当連結会計年度において従業員数が386名増加しました。これは、主に事業の拡大にともなう増加でありま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．社員とは、営業従事者、事務作業従事者及び管理職等の総称であります。 

４．スタッフとは当社アウトソーシング先、派遣先、介護事業における現場作業者の総称であります。 

５．当事業年度において社員数が18名増加しました。これは、主に事業の拡大及び管理体制の強化のために営業

及び管理部門の人員を増加させたものであります。 

６．当事業年度においてスタッフ数が276名増加しました。これは、主に事業の拡大にともなう増加でありま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

総合人材事業 1,106 

介護事業 130 

合計 1,236 

  平成18年９月30日現在

  従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

社員   56  39.1  2.1  3,982 

スタッフ  863  34.4  1.6  2,730 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益及び設備投資の拡大に伴い、株価の上昇、有効求人倍率の上

昇等により消費マインドの回復とあいまって景気は緩やかに回復傾向にありました。今後も、原料費の高騰や諸外

国の情勢不安等の懸念材料はあるものの、景気は底堅く推移していくものと予想されます。 

 その中で、当社グループの主力事業分野であります人材関連業界におきましては、デジタル家電を中心としたエ

レクトロニクス製品の生産好調に加えて、人件費の変動費化等の観点からアウトソーシングのニーズはまだまだ旺

盛で引き続き市場は拡大いたしました。一方、介護業界におきましては、老齢人口の増加により介護サービス利用

者は増加傾向にあるものの、平成18年４月に介護保険法が改正され収益の圧迫要因となりました。 

 このような状況の中で、当社グループは、総合人材事業におきましては、主要顧客である大手家電メーカーを中

心に「顧客のニーズに迅速に対応」し、「高品質なサービスを提供」することを念頭に積極的に事業を展開いたし

ました。それにより、総合人材事業における売上高は前期比23.8％増の3,442,292千円、営業利益は同18.9％増の

210,177千円となりました。一方、介護事業におきましては、より地域に根付いた営業を展開するためデイサービ

スセンターを開設し、サービスの幅を広げました。しかしながら、開業に伴う一時的な費用及び減価償却負担が増

加したことにより介護事業における売上高は前期比13.2％増の292,655千円となったものの、営業利益は同39.3％

減の21,042千円となりました。 

 また、平成18年６月に大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場したことに伴い上場関連費用が営業外費用に30,470

千円計上されております。 

 この結果、当連結会計年度における売上高は3,734,947千円（前期比22.9％増）となり、経常利益225,708千円

（同1.2％増）、当期純利益129,953千円（同1.4％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、受注が好調で売上及び営業利益の増加

等により税金等調整前当期純利益は226,250千円となったこと、子会社㈱ミストラルサービスのデイサービス施設

の建設等により固定資産及び長期前払費用の投資による支出が182,991千円となったこと、新株発行により360,319

千円を調達したこと等により全体で292,385千円の増加となり、当連結会計年度末残高は766,911千円（前連結会計

年度末474,525千円）となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果獲得した資金は、255,877千円（前連結会計年度は87,512千円の獲

得）となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純利益が226,250千円、給与支給日の変更等による未払費用の増加が159,797千

円であったのに対し、売上の増加に伴う売上債権の増加が124,955千円、法人税の支払が74,314千円であったこ

と等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果支出した資金は、171,507千円（前連結会計年度は99,943千円の獲

得）となりました。 

 これは主に、保険積立金の解約が10,904千円あったことに対し、主として子会社㈱ミストラルサービスのデイ

サービス施設の建設等により固定資産及び長期前払費用の投資が182,991千円あったこと等によるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果獲得した資金は、208,015千円（前連結会計年度は118,221千円の獲

得）となりました。 

 これは主に、上場時に実施した新株発行による資金調達が360,319千円あったこと、長期資金を140,000千円借

り入れたことに対し、短期借入金を200,000千円返済したこと等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループの主たる業務は、総合人材事業及び介護事業であり、提供するサービスの性格上、生産体制、販売

経路の記載と関連づけ難いため、記載を省略しております。 

(2）受注状況 

 当社グループの主たる業務は、総合人材事業及び介護事業であり、提供するサービスの性格上、受注実績の記載

につきましても上記(1)生産実績同様に、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

総合人材事業（千円） 3,442,292 123.8 

介護事業（千円） 292,655 113.2 

合計（千円） 3,734,947 122.9 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

パナソニック フォ

ト・ライティング㈱ 
1,330,945 43.8 1,360,905 36.4 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは総合人材事業及び介護事業を主体に展開しております。総合人材事業については、バブル崩壊以降

その活用が本格化し、特に近年急速に普及に拍車がかかっており、今後も引き続き継続的な成長が期待されておりま

す。しかし一方で、平成16年３月の労働者派遣法の改正により製造業の生産工程への労働者派遣が解禁され、今後更

なる市場拡大が期待されることから、人材派遣会社等の参入による競争激化が予測されております。 

 また、介護事業については、介護保険法の適用を受けるため、法改正等の動向をタイムリーに把握し事業遂行に反

映していく必要があります。 

 このような市場背景のなかで当社グループは、以下の３点を重要課題として考え取り組んでまいります。 

(1）法改正への対応について 

ａ．労働者派遣法 

 平成16年３月からの労働者派遣法の改正により、製造業の生産工程現場への労働者派遣が可能となりました。

当面は１年間の期限となっておりますが、平成19年３月からは、これが３年間に延長されることとなっておりま

す。それにより、大手人材派遣会社等の新規参入が予想され、更なる競争の激化が想定されます。このような状

況下で、当社グループはアウトソーシング及び人材派遣のそれぞれの特徴を生かした顧客のニーズへの対応力を

高める施策を実施してまいります。 

ｂ．個人情報保護法 

 平成17年４月より個人情報保護法が施行され、多くの人の個人情報を取り扱う当社グループにつきましては、

総合人材事業や介護事業のスタッフの個人情報管理を中心に、アウトソーシング先企業及び派遣先企業の機密情

報管理を含めさらなる管理体制を構築してまいります。 

ｃ．介護保険法 

 介護事業については、介護保険法に基づき事業所及び事業の種類毎に都道府県知事からの指定を受けることが

必要とされております。さらにその運営方法等については、厚生労働省令に規定されており、これらの規定に従

って事業を行うことが必要であります。そのため、法令等の改正が行われた場合には事業展開にさまざまな影響

が起きる可能性があるため、法令等の改正に適応したスピーディーな施策を実施してまいります。 

(2）人材確保について 

 若年人口の減少に加え団塊世代の退職が迫り、労働人口の減少傾向はさらに強まるものと予想されています。当

社では、このような状況を鑑み採用部門を強化するとともに、顧客ニーズに対応するため若年層だけでなく熟年層

や新卒者採用等の幅広い人材獲得の施策を実施してまいります。加えて、介護事業では、有資格者によるサービス

が義務付けられており、事業拡大に合わせ多数の有資格者の人材確保が必要になってまいります。なお、介護事業

の有資格者確保については、当社子会社である㈱ミストラルスサービスが厚生労働省の認可を受けた教育訓練給付

金制度の指定研修事業所となりホームヘルパー養成研修（２級課程）等を実施することにより、自ら人材を養成し

ております。 

(3）企業体質強化について 

 今後予想される企業間の競争の激化に備えるため、組織体制・管理体制の充実をはかるとともにコンプライアン

スに徹した経営を実践することで、企業体質を強化してまいります。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業等において、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は以下のとおりであり

ます。なお以下に記載する事項は、当連結会計年度末（平成18年９月30日）現在において判断したものであります。

 当社グループでは、これらのリスクの発生可能性を十分に認識した上で、予防並びに対処については万全の対処を

していく所存であります。なお、将来に対する事項は当連結会計年度末における当社独自の判断によるもので、将来

にわたるすべてのリスクを網羅しているものではありません。 

１．当社グループの事業について 

 当社グループは、総合人材事業（アウトソーシング事業及び人材派遣事業）と介護事業を展開しております。 

(1）総合人材事業 

 当社及び連結子会社㈱サクセススタッフは、顧客企業から製造等の業務を委託され、社員（契約社員を含

む）への業務遂行の指示やその他の管理を行い、委託された業務を完遂する業務の請負事業である「アウトソ

ーシング事業」を行っています。 

 アウトソーシング事業においては、請負業務を遂行する際に発生する設備等の破損に関する責任を負ってお

り、また、生産性のリスクや不良品発生といった領域まで責任を負うことで、本来、メーカーが負うべきリス

クの一部を担っております。 

 なお、業務を遂行するスタッフ(注)が労働災害に見舞われた場合、その損害についての責任を負っておりま

す。 

 したがって、これらの損害により費用負担が増加した場合には、業績に影響を与える可能性があります。 

 また、アウトソーシング事業の顧客の多くは総合電機メーカーを始めとするメーカーであります。そのた

め、中長期的には当社グループの業績は、顧客企業の製品戦略や製造戦略の変化、アウトソーシング業者に対

する戦略の変化、各メーカーの属する業界での競争激化等の影響を受ける傾向にあります。近年製造業におけ

る生産拠点が中国を始めとして海外に移転するケースが増えており、このような顧客企業の動きによって顧客

企業の国内生産拠点が減少した場合には、当社グループの収益基盤の減少につながり、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。 

 さらに、短期的には顧客が何らかの要因により当社グループへの業務量を縮小させた場合には、当社グルー

プが雇用しているスタッフは長期雇用を方針としておりますので、当社グループ内での配置転換等が必要とな

り、当該転換が円滑に進まなかった場合には、余剰人員となり当社の収益を圧迫する可能性があります。 

 （注）アウトソーシング先、派遣先、介護事業における現場作業者の総称であります。 

(2）介護事業 

 当社の連結子会社㈱ミストラルサービスは、居宅介護支援、訪問介護、訪問入浴介護、ホームヘルパー養成研

修等の在宅介護サービスを中心とした事業を展開しております。 

 当社グループの提供する介護事業のうち、訪問介護サービス及び訪問入浴介護サービスのお客様は主に要介護

認定を受けた高齢者を対象としており、サービス提供時にお客様の状態急変といった体調悪化の危険性が比較的

高いものと考えられます。 

 当社グループは、介護サービス手順のマニュアルによる標準化や社内研修の充実により、その発生防止や緊急

時対応について積極的に取り組み、特に社内教育においては、実際の過去のケースやクレーム等の事例に基づい

た実地訓練も行っております。 

 しかしながら、サービス提供時に万一重大な過失による事故等が発生し、当社グループの責任が問われた場合

には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 また、介護事業は利用者をはじめ関係者の信用、評判が大きな影響力を持つと認識しております。従って、当

社グループでは高い理念の下に細心の注意を払って介護事業を運営しておりますが、何らかの理由により当社グ

ループの評判が損なわれた場合、または当社グループに対する風評が立った場合には、当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。 

 当社グループは、今後も総合人材事業（アウトソーシング事業、人材派遣事業）と介護事業を中心に展開して

いく予定ですが、当初の計画通りに事業展開が図れない場合や、当社グループとしてのシナジー効果が十分に発

揮できない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 



２．事業環境について 

(1）総合人材事業 

 アウトソーシング業界及び人材派遣業界は、市場規模こそ拡大していますが、一般的に参入障壁は低いと考え

られ、新規参入企業の増加等により顧客企業獲得数は激化しております。また、団塊の世代の退職に伴う労働者

人口の減少や少子化問題に伴う若年労働者の減少、ニート（注）と呼ばれる若者の問題等により労働力確保の競

争も激化してきています。当社グループとしては、同業他社との差別化を図るべく、スタッフに対する教育に力

を入れております。 

 （注）若年無業者 

(2）介護事業 

 介護事業は、高齢化にともない要介護認定者数の増加基調が予想されること及び一般的に参入障壁が低いこと

から、医療法人及び社会福祉法人並びに異業種を含めた様々な企業が参入して競争は激化しております。また、

介護サービスは、ほとんどの場合有資格者によるサービスが義務付けられており、提供するサービス内容によっ

てそれぞれ異なる資格を必要とするため、適切な資格を有する人材を確保する必要があります。当社グループと

しては、適切な人材を確保するためにホームヘルパーの養成研修を実施しております。 

３．特定の地域、業界、顧客への依存について 

(1）総合人材事業 

① 特定地域への依存について 

 当社グループは、京都府北部及び兵庫県北部を中心に事業展開を行っております。特に、当社グループの主

力事業であるアウトソーシング事業は、京都府福知山市の長田野工業団地に顧客企業が集中しており、当該地

域における売上高は当連結会計年度における売上高の約44％を占めております。そのため、同工業団地内に自

然災害等が発生した場合や、移転等が生じた場合には、当社グループの業績に大きな影響を与えるおそれがあ

ります。 

 なお、当社グループは上記の特定地域への依存を緩和するため、新規エリアへの営業展開を積極的に進めて

おります。しかしながら、営業展開が予定通りに進まない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。 

② 特定業界への依存について 

 当社グループの取引先は総合電機業界が中心であり、その中でも汎用性の高い電子部品関連の売上高は当連

結会計年度における売上高の約61％を占めております。当該業界は、デジタル家電を中心に高い成長性が期待

されていますが、国内景気の影響に左右されやすく、また技術革新のスピードが速いため、安定的継続的に業

績を維持・拡大できないおそれがあり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

③ 特定顧客への依存度について 

 特定顧客への依存度につきましては、液晶関連部品メーカーであるパナソニック フォト・ライティング㈱

に対する売上高は1,360,905千円と、当連結会計年度における売上高の36％を占めております。そのため、同

社の業績変動が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(2）介護事業 

 当社グループの介護事業は京都府福知山市、綾部市の限られた地域で事業活動を行っております。 

 したがって、同地域での人口構成の変化、介護に係る自治体の動向、当社グループの風評等により、当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。 



４．法的規制について 

(1）総合人材事業 

① アウトソーシング事業 

 当社グループの主力事業であるアウトソーシング事業は、受託者である当社グループが委託者である企業よ

り業務請負契約に基づき業務を委託され、主に委託者である企業の構内において、当社グループの指揮・指導

の下に遂行するものです。 

 ここでいう請負とは「労働の結果としての仕事の完成を目的とするもの（民法632条）」を定義としてお

り、当社グループが雇用する労働者を自ら直接利用するものであり、委託者である企業が直接指揮命令を行

う、いわゆる労働者派遣とは異なるものであります。 

 なお、現時点においてアウトソーシング事業を規制する特別の法的規制等はございません。しかしながら、

アウトソーシング事業に対する法的規制が生じた場合には、当該事業の内容あるいは業績に影響を与える可能

性があります。 

② 人材派遣事業 

 人材派遣事業は、昭和61年７月施行の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整

備等に関する法律」（以下、「労働者派遣法」という。）の適用を受けます。人材派遣事業の種類には「一般

労働者派遣事業」「特定労働者派遣事業」の２種類があり、当社グループは「一般労働者派遣事業」の許可を

受けております。「一般労働者派遣事業」は、派遣スタッフを募集・登録し、企業からの派遣依頼に応じて、

登録スタッフを派遣する登録型の派遣事業であり、労働者派遣法に基づき厚生労働大臣の許可が必要になりま

す。労働者派遣法は、労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、派遣事業を行うものが派遣元事業主と

しての欠格事由に該当したり、法令に違反する場合には事業許可の取消しや業務の停止を命じられる旨を定め

ております。なお、当社グループは法令を遵守して事業を行っており、現在まで欠格事由に該当する事由はあ

りませんが、万一当社グループがこのような場合に該当することがあれば、一般労働者派遣事業並びに特定労

働者派遣事業を行えないこととなり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

当該許可の更新時期 

(2）介護事業 

 介護事業は、介護保険法が適用され、法的規制を受けております。また、在宅介護事業における介護輸送事業

は、介護保険法のほか道路運送法による法的規制も受けております。従って、当社グループにおいて介護事業を

展開している㈱ミストラルサービスは、これら法的規制に基づいて事業を展開する必要があるほか、当該規制が

変更された場合等には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

当該許可の更新時期 

 (注)１ ホームヘルパー養成研修（通学コース） 

 (注)２ ホームヘルパー養成研修（通信コース） 

関係法令 会社名 許可・届出番号 有効期限 

労働者派遣法 
㈱フリーワーク 般27-300212 平成19年12月31日 

㈱サクセススタッフ 般26-05-0002 平成19年12月31日 

関係法令 会社名 許可番号 有効期限 

介護保険法 ㈱ミストラルサービス 2672600034 有効期限なし 

介護保険法施行令 ㈱ミストラルサービス ３高第672号 有効期限なし 

雇用保険法(注)１ ㈱ミストラルサービス 260530110014 平成19年３月31日 

雇用保険法(注)２ ㈱ミストラルサービス 260530110014 平成20年３月31日 

道路運送法 ㈱ミストラルサービス 近運自二第861号 有効期限なし 



(3）労働者派遣法の改正等及び改正等に伴う競合激化の影響について 

 当社グループが主力事業として展開しているアウトソーシング業界は、様々な規模や分野の事業者がおり、比

較的参入障壁が低い業界であります。そのため、同業他社の動向等によっては、今後益々競争が激化する可能性

があります。 

 平成16年３月には労働者派遣法が改正され、製造業の生産工程への労働者派遣が解禁されたことにともない人

材派遣業者がアウトソーシング市場に参入することが予想されます。それにより競争が激化し、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 

(4）社会保険（健康保険及び厚生年金保険）について 

① 社会保険の加入状況について 

 平成11年12月の労働者派遣法の改正に伴い定められた指針において、社会保険及び労働保険に加入する必要

のある派遣労働者について、派遣元事業主は保険加入させた後に派遣を行い、派遣先企業は保険に加入してい

る派遣労働者のみを受け入れるべきものとなりました。また、同改正による労働者派遣法では、派遣元事業主

は派遣先企業に対して、当該労働者が社会保険等の被保険者資格を有するか否かの通知をすることが義務付け

られました。当社グループでは以前より加入促進に努め、社会保険の加入対象となるスタッフは全員が加入し

ております。 

② 経営成績に与える影響について 

 当社グループの当連結会計年度におけるスタッフに係る社会保険料支払額（売上高に対する比率）は、平成

17年９月期190,034千円（6.3％）、平成18年９月期271,657千円（7.2％）と社会保険料負担が増大しておりま

す。その主な要因としては、業容の拡大を背景としたスタッフ数の増加が挙げられます。 

 なお、最近においては、平成16年６月の通常国会において年金改革関連法が成立し、厚生年金保険の最終保

険料は18.3％と定められ、平成16年10月から平成29年9月まで毎年0.354％ずつ段階的に引き上げられます。こ

れにより、標準月額報酬に対する厚生年金保険料の会社負担率は、平成29年まで毎年0.177％ずつ増加してい

くことが予定されており、今後の収益を圧迫する要因の一つとなることが予想され、その場合、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。 

(5）個人情報の取扱い及び個人情報保護法について 

 当社グループでは、スタッフ及び派遣登録者並びに職業紹介希望者についての多くの個人情報を保有しており

ます。当社グループでは、これらの個人情報の取扱いに際し、個人情報取扱規程を定め、その遵守や従業員教育

を通じて個人情報の厳正な管理に留意しております。また、平成17年４月１日より個人情報保護法が全面施行さ

れました。同法において、個人情報取扱業者は、必要と判断される場合には一定の報告義務が課されるととも

に、同法の一定の義務に反した場合において個人の権利利益を保護するために必要があると認めるときは、主務

大臣は必要な措置を取るべきことを勧告又は命令することができるとされております。 

 当社グループでは管理体制強化により同法遵守の体制を整えることにより、グループ内部からの情報漏洩を未

然に防ぐよう努めております。しかしながら、このような体制強化にもかかわらず、個人情報の漏洩や不正使用

等の事態が生じた場合、当社グループのイメージ悪化や補償等の発生により事業運営及び業績に重大な影響を与

える可能性があります。 



５．人材確保・育成について 

(1）総合人材事業 

 当社グループの事業の性質上、人材の確保・育成が競争力を高めていく上で重要なポイントとなります。人材

の確保につきましては、自社のホームページや求人情報誌、新聞、新聞折込等の一般募集媒体にて常時登録者を

募っています。また、人材育成につきましても、研修期間を設けることによって育成を図っております。 

 しかしながら、雇用情勢の変化等により派遣先企業が要望する人材が確保・育成できない場合には、当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。 

(2）介護事業 

 介護事業においては、ヘルパー１級、２級、看護師、介護支援専門員、社会福祉士、介護福祉士等の有資格者

によるサービスが義務付けられております。通所介護サービスについても、介護保険法において施設の収容人数

に応じて、有資格者を含めた所要の人員の配置が必要とされております。 

 そのため、当社グループが事業を拡大させていくためには、相応数の有資格者が必要となります。当社グルー

プでは、資格給の導入など待遇面の改善に努めるほか、社内研修、ホームヘルパー養成研修（２級課程）を実施

し、有資格者の確保・育成に努めております。しかしながら、今後必要な人材の確保・育成が十分に行えない場

合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

６．システム障害リスク及び事務リスクについて 

 事業の拡大及び効率化並びに個人情報の保護対策を進めた結果、当社グループの各事業はコンピュータネットワ

ークシステムに業務の多くを依存しております。そのため、セキュリティの強化、ハードウェアの増強等多くのシ

ステムトラブル対策を講じております。 

 しかしながら、これらの対策にもかかわらず、人為的過誤、自然災害等によるトラブルが発生した場合には、当

社グループが提供するサービスに対する信頼性の低下を招く等、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。 

７．訴訟リスクについて 

 当社グループの主力事業である総合人材事業（アウトソーシング事業、人材派遣事業）につきましては、多数の

スタッフが様々な職種に従事しているとともに、日常の事業活動において数多くの顧客企業との取引を行っており

ます。また、介護事業におきましては、スタッフが介護先へ訪問し被介護者の自宅等で介護にあたっております。

 スタッフに対しましては、適切な技術訓練を施すとともに、各人の能力・適性に合った就業機会の確保に努め、

また、就業にあたっては就業規則を明示の上、派遣先での就業を全うするための教育を徹底しております。しかし

ながら、総合人材事業においては様々な業種と取引を行う関係上、労務上のみならず顧客企業とのトラブルが発生

する可能性は否定できず、また、介護事業においては介護におけるトラブルが発生する可能性は否定できず、万

一、事業運営上訴訟問題等に発展した場合には、損害賠償による費用等の発生により当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年９月30日）現在において当社が判断したものでありま

す。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたっては、会計方針の選択、資産・負債及び収益・費用の計上金額及び開

示に影響を与える見積りを必要とします。これらの見積りにおいて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しており

ますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる結果となることがあります。 

 当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針については、「第５経理の状況 １連結財務諸表等

（1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に次の重要な

会計方針が連結財務諸表作成における重要な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。 

① 貸倒引当金の計上基準 

 当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。相手先の財政状態

等が悪化し、支払が滞った場合、引当金の追加計上または貸倒損失が発生する可能性があります。 

② 繰延税金資産の回収可能性 

 当社グループは、繰延税金資産の回収可能性の評価に際し、タックスプランニングの実現可能性を検討して計

上しております。将来の課税所得の見積額が減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能

性があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 当連結会計年度の売上高は前期比22.9％増の3,734,947千円となり、セグメント別では総合人材事業が

3,442,292千円、介護事業が292,655千円となりました。 

 総合人材事業は、当社グループの主要顧客である大手家電メーカーを中心に「顧客のニーズに迅速に対応」

し、「高品質なサービスを提供」することを念頭に積極的に事業を展開いたしました。特に当連結会計年度は、

全国展開への第一歩として山陰地区へ営業を展開いたしました。これが売上高の増加の主要因となり、前期比

23.8％増の3,442,292千円となりました。 

 介護事業は、地域に密着した幅広いサービスの提供を主眼においた営業を展開いたしました。さらに、より地

域に根付いた営業を展開するために京都府綾部市にデイサービスセンターを開設し、綾部市を中心としたエリア

でのきめ細やかなサービスを徹底するとともに知名度の向上を図りました。その結果、前期比13.2％増の

292,655千円となりました。 

② 営業利益 

 当連結会計年度の営業利益は、売上高が増加したことにより売上総利益が109,774千円増加いたしましたが、

販売費及び一般管理費は効率的な募集広告の活用により募集費の伸びを抑制できたこと及び前連結会計年度まで

に先行して管理部門を強化してきたことから当連結会計年度の人件費の伸びを抑制できたことから、前期比

10.0％増の239,238千円となりました。 

③ 営業外収益及び費用 

 当連結会計年度の営業外収益及び費用は、13,531千円の費用超過となりました。これは、主として保険解約益

が10,742千円あったにもかかわらず、上場したことにともなう上場関連費用が30,470千円あったことによるもの

であります。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループは、売上高のうち半導体・液晶等の電子デバイス関連分野向けが多く、家電業界の市況が変動した

場合には業績に影響を及ぼす可能性があります。また、スタッフの採用にあたって、雇用情勢の影響を受けやす

く、労働力の需給が逼迫した場合には適時・適切な人材の採用が困難となり、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 



(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 資金需要 

 新規事業所の開設資金、運転資金、借入金の返済及び法人税の支払等に資金を充当しております。また、今

後、企業買収のための支出も見込まれます。 

② 資金の源泉 

主として営業キャッシュ・フロー及び金融機関からの借入並びに新株発行等により、必要とする資金を調達し

てまいります。 

③ キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、255,877千円の収入となりました。この主な

要因は、総合人材事業及び介護事業のいずれも順調に利益を獲得し税金等調整前当期純利益が226,250千円とな

ってこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、171,507千円の支出となりました。この主な

要因は、保険積立金を解約したことにより10,904千円の収入があったことに対し、固定資産及び長期前払費用の

投資が182,991千円の支出があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、208,015千円の収入となりました。この主な

要因は、上場時に実施した新株発行による資金調達360,319千円の収入があったこと及び長期資金を140,000千円

借り入れたことに対し、短期借入金を200,000千円返済したこと等によるものであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループにおける当連結会計年度の設備投資総額は169,672千円であり、事業の種類別セグメントごとの設備

投資は以下のとおりであります。 

 総合人材事業におきましては、営業所の拡大のために49,298千円の設備投資を実施しました。 

 介護事業におきましては、デイサービス施設の建設により120,373千円の設備投資を実施しました。 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の売却、除却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の他、主要な設備のうち、連結会社以外から賃借している設備の内容は、以下のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。な

お、当連結会計年度末における重要な設備の新設、除却の計画は次のとおりであります。 

重要な設備の新設等 

 (注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．日常業務に係る事務処理能力の向上を見込んでおります。 

(1）提出会社 平成18年９月30日現在

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
(人) 建物及び

構築物 
車輌運搬具

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

本部 

(京都府福知山市) 
総合人材事業 

事務所営業

設備 
70,940 3,475 

244,323 

(7,626.41)
5,350 324,090 26 

本社 

(大阪市都島区) 
総合人材事業 

事務所営業

設備 
1,729 － － 3,022 4,752 9 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメント
の名称 

設備の内容 
年間賃借料 
(千円) 

本社 

（大阪市都島区） 
総合人材事業 事務所営業設備 4,888 

(2）国内子会社 平成18年９月30日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円) 
従業
員数 
(人) 建物及び

構築物 
車輌運搬具 その他 合計 

㈱ミストラル

サービス 

本社 

(京都府福知山市) 
介護事業 

事務所営業

設備 
103,702 1,217 11,341 116,261 36 

会社名 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
新規投資金額(千円) 

資金調達
方法 

着手年月 
完成予定
年月 

完成後の 
増加能力 

総額 既支払額 

提出会社 総合人材事業  基幹システム 48,000 － 自己資金 
平成 

18.10 

平成 

19.3 
(注)２ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 24,000 

計 24,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,027 12,027 

大阪証券取引所 

（ニッポン・ニュー・マ

ーケット－「ヘラクレ

ス」） 

－ 

計 12,027 12,027 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成17年９月26日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数は１株であります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数を切り上げております。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

当社が、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び

普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合または時価を下回る価額で自己株式を処分す

る場合（以下の算式において、新規発行には処分を含むものとし、その場合の１株当たりの払込金額は１株

当たり処分価額と読み替えるものとする）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数を切り上げております。 

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含んでおりません。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により割当対象でなくなった新株予約権の

数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。 

  
事業年度末現在 

（平成18年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数(個)  762   762（注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

(株) 
  762（注）１   762（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 40,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年９月27日 

至 平成27年９月26日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額(円) 

発行価格   40,000 (注)２ 

資本組入額  20,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

１．新株予約権の割当を受けた者

（以下「新株予約権者」とい

う。）は権利行使時において

も、当社または当社の子会社の

取締役、監査役、及び従業員の

地位にあることを要するものと

する。 

２．その他の条件については、別

途当社と新株予約権者との間で

締結した「新株予約権割当契

約」に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、取

締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式交換     ㈱サクセススタッフの完全子会社化 

交換比率 ㈱サクセススタッフ株式１株につき、当社普通株式0.144株 

㈱ミストラルサービスの完全子会社化 

交換比率 ㈱ミストラルサービス株式１株につき当社普通株式0.254株 

２．有償第三者割当  発行価格 1,200,000円 資本組入額 600,000円 

割当先  新光IPO投資事業組合１号 

３．株式分割     １株を30株に分割 

４．有償第三者割当  発行価格 40,000円 資本組入額 20,000円 

割当先 フリーワーク従業員持株会、当社役員及び社員、子会社役員 

５．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格  400,000円 

資本組入額 184,000円 

払込金総額 368,000千円 

(4）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数（株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成16年９月17日 

（注）１ 
135 335 70,000 80,000 96,574 96,574

平成17年３月30日 

（注）２ 
20 355 12,000 92,000 12,000 108,574

平成17年５月31日 

（注）３ 
10,295 10,650 － 92,000 － 108,574

平成17年９月29日 

（注）４ 
377 11,027 7,540 99,540 7,540 116,114

平成18年６月14日

（注）５ 
1,000 12,027 184,000 283,540 184,000 300,114

  平成18年９月30日現在

区分 

株式の状況 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

 外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 6 11 12 1 － 561 591 － 

所有株式数 

（株） 
－ 507 169 1,017 1 － 10,333 12,027 － 

所有株式数の 

割合（％） 
－ 4.22 1.41 8.46 0.00 － 85.91 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 前事業年度末現在主要株主であった道林真由美は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

  

(6）【議決権の状況】 

    ①【発行済株式】    

②【自己株式等】 

 第三者割当等による取得者の株式等の移動状況 

  平成17年９月29日第三者割当増資により発行した株式の取得者である当社役員５名、当社従業員１名及び子会社

役員４名並びにフリーワーク従業員持株会から、大阪証券取引所の規則等により当該株式を公開（平成18年６月15

日株式上場）後６ヶ月間保有する旨の確約書を得ております。なお、当該株式について当該公開日から有価証券報

告書の提出日までの間に、株式の移動は行われておりません。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

道林 昌彦 大阪府枚方市  5,700 47.39 

有限会社アイ・コーポレーション  京都府福知山市長田大野下2737-12  1,000 8.31 

道林 侑輝  大阪府枚方市  1,000 8.31 

道林 尚輝  大阪府枚方市  1,000 8.31 

新光IPO投資事業組合１号  東京都中央区日本橋１丁目17-10 600 4.98 

大阪証券金融株式会社  大阪市中央区北浜２丁目４-６  365 3.03 

道林 真由美  大阪府枚方市  350 2.91 

フリーワーク従業員持株会  京都府福知山市長田大野下2737-12   210 1.74 

大阪証券金融株式会社（業務口）  大阪市中央区北浜２丁目４-６  80 0.66 

丸山 信  京都府福知山市  60 0.49 

計 － 10,365 86.18 

                                平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,027 12,027 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 12,027 － － 

総株主の議決権 － 12,027 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

（平成17年９月26日臨時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成19年９月27日時点で在任する当社及び当社子

会社の取締役、監査役並びに同日現在在籍する当社及び当社子会社の使用人に対し新株予約権を付与すること

を、平成17年９月26日の臨時株主総会において決議されたものであります。 

決議年月日 平成17年９月26日 

付与対象者の区分及び人数   （名） 
当社及び当社子会社の取締役（７名）、監査役（２名） 

及び従業員（67名） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております 

株式の数           （株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 （円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

     該当事項はありません。  



３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つと位置づけております。安定した経営基盤の確保に努

めつつ、利益水準に応じた株主の皆様への利益還元を実施していく方針であります。 

 そうしたなかで、当社といたしましては配当性向30％を目標としておりますが、一方で当社の財政基盤はまだまだ

弱く、現時点では高成長するための投資と財務体質の強化を行うことも必要であると考えており、それが中長期的に

見て株主利益の最大化になるもの考えております。 

 従いまして、当面の方針といたしましては、配当性向30％を目標としながらも、当社が成長していくための投資に

向けた内部留保との兼ね合いから総合的に判断していく所存であります。 

  以上の方針に基づき、第13期の配当金につきましては、平成18年12月22日開催の定時株主総会決議により、１株当

たり1,000円と決定いたしました。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年３月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものでありま

す。 

なお、平成18年６月15日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものでありま

す。 

なお、平成18年６月15日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成13年10月 平成14年10月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

最高（円） － － － － － 949,000 

最低（円） － － － － － 239,000 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） － － 949,000 604,000 417,000 336,000 

最低（円） － － 463,000 265,000 298,000 239,000 



５【役員の状況】 

 （注） 監査役野々垣 亨は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
  道林 昌彦 昭和41年１月５日生 

昭和61年４月 ウエスト電気㈱（現パナソニック フ

ォト・ライティング）入社 

5,700 平成５年12月 ㈲フリーワーク（現 ㈱フリーワー

ク）設立 

代表取締役社長就任（現任） 

専務取締役 技術本部長 吉田 勇 昭和19年９月４日生 

昭和38年３月 松下電器産業㈱入社 

20 

平成元年４月 但馬松下電器㈱ 常務取締役就任 

平成３年11月 松下電子部品㈱ 営業部長・資材部長

就任 

平成16年７月 当社取締役就任 

平成17年７月 専務取締役就任（現任） 

平成17年10月 本社事業部長就任 

平成18年12月 技術本部長就任（現任） 

常務取締役 営業本部長 丸山 信 昭和46年９月24日生 

昭和62年４月 コマ美容室入社 

60 

平成２年７月 ㈱バンケットプロモーション入社 

平成７年４月 ㈱ユニオンサービスクリエイト入社 

平成７年12月 当社入社 

平成12年６月 取締役就任 

平成13年10月 常務取締役就任（現任） 

平成17年10月 総務部長就任 

平成18年２月 管理部長就任 

平成18年12月 営業本部長就任（現任） 

取締役 
管理本部長兼 

経営企画室長 
伊藤美通彦 昭和44年２月14日生 

平成11年10月 中央監査法人（現 みすず監査法人）

入所  

－ 

平成15年４月 公認会計士登録 

平成17年９月 当社入社 

平成17年12月 当社経営企画室長（現任） 

平成18年12月 取締役就任（現任） 

管理本部長就任（現任） 

取締役 豊岡営業所長 加藤 喜男 昭和22年11月28日生 

昭和38年４月 大倉酒造㈱入社 

10 

昭和42年６月 但馬松下電器㈱入社 

平成15年４月 当社入社 

平成16年７月 取締役就任 

平成16年８月 監査役就任 

平成16年12月 取締役就任（現任） 

平成17年10月 豊岡営業所長就任（現任） 

常勤監査役   大谷 義明 昭和18年12月22日生 

昭和37年３月 松下電器産業㈱入社 

20 

昭和52年３月 松下電子部品㈱ 技術部長・開発営業

部長就任 

平成16年７月 当社取締役就任 

平成16年12月 常勤監査役就任（現任） 

監査役   野々垣 亨 昭和６年６月25日生 

昭和29年９月 綾部市役所入庁 

3 

昭和37年６月 綾部市市議会議員 

昭和42年４月 綾部市労務経営協会 主幹就任（現

任） 

昭和42年７月 行政書士登録 

昭和57年４月 社会保険労務士登録 

平成10年４月 綾部市土地開発公社 理事長代行就任

（現任） 

平成11年７月 ㈱緑土 非常勤取締役就任（現任） 

平成17年４月 当社監査役就任（現任） 

計 5,813 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループでは、企業の社会的責任をはたし信頼される会社となるためには、法令遵守をはじめ、経営の透明

性の確保、権限と責任を明確にした相互に牽制を行う組織体制の構築、さらには適時適切な情報の開示を行うこと

が必要と考えております。 

 そうしたなかでコーポレート・ガバナンスはこれらを達成し継続的に企業価値を増大させ、かつ経営の健全性を

確保するための枠組みの根幹であると位置付けております。そのため、今後もコーポレート・ガバナンスの強化は

継続的に取り組み諸施策を実施していく方針であります。 

(2）会社の機関の内容 

① 取締役・取締役会 

 当社の取締役の員数は５名で、取締役は全員社内取締役で構成されております。毎月１回定時取締役会を開催

しており、必要に応じ臨時取締役会を開催する事としております。 

② 監査役・監査役協議会 

 当社は監査役制度を採用しております。監査役の員数は現在２名で常勤監査役１名、非常勤監査役１名であり

ます。監査役協議会は毎月１回開催されております。また、各監査役は、取締役会に出席するほか、常勤監査役

は、毎月１回開催される各組織責任者以上で構成される月例会議にも常時出席して、日常業務の実態把握に努め

ると共に、課題と方向性を確認しております。また、連結子会社についても監査役監査を実施しており、各監査

役はコーポレート・ガバナンスの一翼を担う独立の機関であるとの認識の下、業務執行の全般にわたって監査を

実施しております。 

③ 内部監査 

 内部監査室は、内部監査室長１名で社長直轄の独立した組織として、連結子会社を含む各部門の業務遂行状況

について監査を行っております。また、必要に応じ特命監査を行い、監査役・監査役協議会及びみすず監査法人

及び公認会計士前野芳子氏と連繋をとり、法令・社内規程を遵守しております。 

(3）会計監査の状況 

 第13期（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）において、業務を執行した公認会計士はみすず監査法人の

水野訓康、柴田篤及び前野公認会計士事務所の前野芳子であり、補助者は公認会計士１名、会計士補３名、その他

３名で構成されております。なお、公認会計士前野芳子氏は監査証明に関する審査に関して、みすず監査法人の審

査体制に依拠することをみすず監査法人と同意しております。 

(4）リスク管理 

 リスク管理体制については、事前に察知し予防する観点から、当社及び連結子会社共通の情報管理システムの運

用をはかり、個人情報保護管理等の実施状況を監査役監査及び内部監査等で検証しております。さらにコンプライ

アンスの徹底にむけた具体的対応については、取締役会、監査役により対応し、今後さらに充実してまいります。

(5）役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額      40,000千円 

監査役の年間報酬総額       7,800千円 

(6）監査報酬の内容 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、12,000千円であります。 

 また、上記以外の業務に基づく報酬は1,000千円であります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の財務諸表については、中央青

山監査法人及び公認会計士前野芳子氏により監査を受け、当連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日

まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の財務諸表については、みす

ず監査法人及び公認会計士前野芳子氏により監査を受けております。 

 なお、前連結会計年度及び前事業年度に係る監査報告書は、平成18年５月11日提出の有価証券届出書に添付された

ものによっております。 

 また、中央青山監査法人は、平成18年９月１日をもって、名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成17年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 474,525 766,911 

２．受取手形及び売掛金 349,186 474,142 

３．繰延税金資産 10,479 11,543 

４．その他 29,275 31,087 

貸倒引当金 △875 △438 

流動資産合計 862,592 68.8 1,283,246 70.6

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物及び構築物 ※1 101,406 212,676   

減価償却累計額 19,100 82,306 32,121 180,555 

(2）車輌運搬具 26,409 21,668   

減価償却累計額 16,717 9,691 15,498 6,169 

(3）土地 ※１ 193,932 244,492 

(4）建設仮勘定 23,022 ― 

(5）その他 20,486 39,828   

減価償却累計額 7,904 12,581 15,936 23,892 

有形固定資産合計 321,534 25.7 455,110 25.0

２．無形固定資産   

(1）その他 7,561 10,195 

無形固定資産合計 7,561 0.6 10,195 0.6

３．投資その他の資産   

(1）その他 61,698 68,829 

投資その他の資産合計 61,698 4.9 68,829 3.8

固定資産合計 390,795 31.2 534,135 29.4

資産合計 1,253,387 100.0 1,817,382 100.0 

    
 



    
前連結会計年度 

（平成17年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．短期借入金 ※１ 200,000 － 

２．１年以内返済予定 
  長期借入金 

※１ 36,968 30,560 

３．未払法人税等  37,647 60,555 

４．未払消費税等  25,952 55,061 

５．賞与引当金  16,600 11,470 

６．未払費用  129,893 289,691 

７．その他  33,778 45,473 

流動負債合計  480,840 38.4 492,811 27.1

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１ 164,256 218,360 

２．その他 ※２ 1,717 1,691 

固定負債合計  165,974 13.2 220,052 12.1

負債合計  646,814 51.6 712,863 39.2

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 99,540 7.9 － －

Ⅱ 資本剰余金  116,114 9.3 － －

Ⅲ 利益剰余金  390,919 31.2 － －

資本合計  606,573 48.4 － －

負債及び資本合計  1,253,387 100.0 － － 

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本             

１．資本金    － －  283,540 15.6 

２．資本剰余金    － －  300,114 16.5 

３．利益剰余金    － －  520,872 28.7 

  株主資本合計    － －  1,104,526 60.8 

Ⅱ 評価・換算差額等            

１．その他有価証券評価 
差額金 

  － －  △7 △0.0 

  評価・換算差額等合計   － －  △7 △0.0 

純資産合計   － －  1,104,519 60.8 

負債純資産合計   － －  1,817,382 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比 

(％) 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高 3,038,990 100.0 3,734,947 100.0 

Ⅱ 売上原価 2,340,038 77.0 2,926,222 78.3

売上総利益 698,951 23.0 808,725 21.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．募集費 54,803 60,348   

２．役員報酬 94,923 80,800   

３．給与手当 108,711 189,388   

４．賞与 17,708 9,881   

５．賞与引当金繰入額 12,600 6,834   

６．法定福利費 24,938 35,147   

７．旅費交通費 13,704 15,082   

８．減価償却費 19,461 18,934   

９．賃借料 23,631 22,315   

10．保険料 16,154 7,989   

11．修繕費 7,019 7,872   

12．消耗品費 4,611 7,676   

13．外注委託費 1,803 575   

14．その他 81,486 481,558 15.8 106,640 569,486 15.2

営業利益 217,392 7.1 239,238 6.4

 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比 

(％) 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取賃貸料  2,949 3,035   

２．助成金収入  1,463 6,325   

３．保険解約益  5,383 10,742   

４．その他  3,400 13,197 0.4 3,094 23,197 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  6,946 5,924   

２．新株発行費  － 7,680   

３．公開関連費  － 22,790   

４．その他  545 7,492 0.2 332 36,728 0.9

経常利益  223,098 7.3 225,708 6.0

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※１ 3,213 3,213 0.1 965 965 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※２ 880 880 0.0 423 423 0.0

税金等調整前当期 
純利益 

 225,431 7.4 226,250 6.0

法人税、住民税及び 
事業税 

 95,933 97,222   

法人税等調整額  1,336 97,269 3.2 △924 96,297 2.5

当期純利益  128,161 4.2 129,953 3.4

       



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  96,574 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．増資による新株の発行  19,540 19,540 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  116,114 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  262,757 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  128,161 128,161 

Ⅲ 利益剰余金期末残高  390,919 

   



④【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

その他有価証券 
評価差額金 

平成17年９月30日 残高 

（千円） 
99,540 116,114 390,919 606,573 － 606,573 

連結会計年度中の変動額       

新株の発行（千円） 184,000 184,000   368,000   368,000 

当期純利益（千円）     129,953 129,953   129,953 

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額

（純額）（千円） 

        △7 △7 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
184,000 184,000 129,953 497,953 △7 497,946 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
283,540 300,114 520,872 1,104,526 △7 1,104,519 



⑤【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

    

税金等調整前当期純利益   225,431 226,250 

減価償却費   26,764 27,109 

連結調整勘定償却   △279 △279 

貸倒引当金の増加額   403 283 

賞与引当金の増減額   3,220 △5,129 

受取利息及び受取配当金   △145 △193 

支払利息   6,946 5,924 

固定資産売却益   △3,213 △965 

固定資産除却損   880 423 

売上債権の増加額   △13,682 △124,955 

未払金の減少額   △13,833 △40 

未払消費税等の増減額   △25,174 29,108 

未払費用の増加額   21,904 159,797 

前払費用の減少額   19,384 5,939 

その他   △9,075 12,341 

小計   239,530 335,615 

利息及び配当金の受取額   173 193 

利息の支払額   △6,890 △5,616 

法人税等の支払額   △145,301 △74,314 

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  87,512 255,877 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

    

定期預金の預入による支出   △111,500 － 

定期預金の払戻による収入   208,879 － 

有形固定資産の取得による支出   △12,755 △169,672 

有形固定資産の売却による収入   11,275 4,642 

無形固定資産の取得による支出   △4,773 △5,154 

長期前払費用の取得による支出   △17,768 △8,165 

保険積立金の解約による収入   33,147 10,904 

その他   △6,562 △4,062 

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  99,943 △171,507 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

    

短期借入金の純増減額   114,000 △200,000 

長期借入金の借入による収入   220,772 140,000 

長期借入金の返済による支出   △255,234 △92,304 

株式の発行による収入   38,683 360,319 

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  118,221 208,015 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   305,676 292,385 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  168,848 474,525 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期末残高 

※ 474,525 766,911 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

㈱サクセススタッフ 

㈱ミストラルサービス 

(1）連結子会社の数  ２社 

連結子会社の名称 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

 ────── 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しておりま

す。 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    10～39年 

車輌運搬具      ２～６年 

工具器具備品     ３～20年 

イ 有形固定資産 

同左 

  

  

  

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    ３～60年 

車輌運搬具      ２～６年 

工具器具備品     ３～20年 

  ロ 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

 新株発行費 

新株発行費については、支出時に全額

費用として処理しております。 

 新株発行費 

同左 

（追加情報） 

平成18年６月５日付にて、引受証券

会社の引受価額368,000円、発行価格

400,000円と決定し、有償一般募集によ

り、平成18年６月14日付で新株式1,000

株の発行を行いました。 

 本発行に係る引受契約においては、

発行価格の総額と引受価額の総額との

差額32,000千円は引受証券会社の手取

金とし、引受手数料は支払われないこ

ととされております。従って、新株発

行費には、本発行に係る引受手数料は

含まれておりません。よって引受証券

会社が発行価格で引受を行い、これを

一般投資家に販売する買取引受契約に

比べ、新株発行費と資本金及び資本剰

余金の合計額とが、それぞれ32,000千

円少なく計上され、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ同額

多く計上されております。 

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度に対

応する金額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいております。 

 ────── 

 



項目 

前連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は1,104,519千円

であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ──────  

  

 （連結損益計算書） 

前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「新株発行費」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分掲

記することといたしました。 

 なお、前連結会計年度における「新株発行費」の金額

は396千円であります。 



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ────── （外形標準課税） 

    当連結会計年度において資本金が１億円を超えたことに

よる外形標準課税制度の適用に伴い、法人税の付加価値割

及び資本割8,600千円は、「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日 実務対応

報告第12号）に基づき、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）発行済株式の増加1,000株は、有償一般募集による新株の発行による増加であります。 

  

前連結会計年度 
（平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 41,783千円

土地 181,762千円

計 223,546千円

建物及び構築物 132,214千円

土地 181,762千円

計 313,976千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 200,000千円

１年以内返済予定長期借入金 36,968千円

長期借入金 164,256千円

計 401,224千円

１年以内返済予定長期借入金 30,560千円

長期借入金 218,360千円

計 248,920千円

※２ 連結調整勘定1,117千円は、固定負債の「その他」

に含めて表示しております。 

※２ 連結調整勘定838千円は、固定負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※３ 当社の発行済株式総数は普通株式11,027株であり

ます。 

※３        ────── 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 3,213千円

計 3,213千円

車輌運搬具 965千円

計 965千円

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 310千円

車輌運搬具 570千円

計 880千円

建物及び構築物 301千円

その他 121千円

計 423千円

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 11,027 1,000 － 12,027 

合計 11,027 1,000 － 12,027 

自己株式     

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 



  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。 

  ３．配当に関する事項 

    基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計 
年度末残高 
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

 提出会社 

（親会社） 

ストック・オプションとし

ての新株予約権 
－ － － － － （注） － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月22日 

定時株主総会 
普通株式 12,027  利益剰余金 1,000 平成18年９月30日 平成18年12月25日

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

（千円） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

（千円） 

現金及び預金勘定   474,525

現金及び現金同等物   474,525

現金及び預金勘定   766,911

現金及び現金同等物   766,911



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車輌運搬具 7,950 2,573 5,376 

合計 7,950 2,573 5,376 

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

減損損失
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車輌運搬具 15,468 2,383 － 13,084

合計 15,468 2,383 － 13,084

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注)           同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,474千円

１年超 2,902千円

合計 5,376千円

  

リース資産減損勘定の残高        －千円 

１年内 3,093千円

１年超 9,991千円

合計 13,084千円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

(注)           同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 3,715千円

減価償却費相当額 3,715千円

支払リース料 3,889千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円

減価償却費相当額 3,889千円

減損損失 －千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



（有価証券関係） 

  

前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日）及び当連結会計年度（自平成17年10月１日 

至平成18年９月30日）において、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

 前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日）及び当連結会計年度（自平成17年10月１日 

至平成18年９月30日）において、該当事項はありません。 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1）株式 － － －

(2）債券  

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1）株式 200 187  △ 12

(2）債券  

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 200 187 △ 12

合計 200 187 △ 12



（ストック・オプション等関係） 

  

当連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

 平成17年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社及び当社の子会社の取締役（７名）、監査役（２名）

及び従業員（67名） 

ストック・オプション数 普通株式  796株 

付与日 平成17年９月26日 

権利確定条件 

付与日以降、権利確定日（各権利行使期間の初日）まで継

続して、当社または当社の子会社の取締役、監査役及び従

業員の地位にあることを要するものとしております。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
自 平成19年９月27日 

至 平成27年９月26日 

 平成17年ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 796 

付与 － 

失効 34 

権利確定 － 

未確定残 762 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 平成17年ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 40,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

 繰延税金資産（流動）   

賞与引当金損金算入限度超過額 6,955千円 

未払事業税 3,524千円 

計 10,479千円 

 繰延税金負債   

計 －千円 

繰延税金資産の純額 10,479千円 

  

 繰延税金資産（流動）   

賞与引当金損金算入限度超過額 4,734千円 

未払事業税 6,709千円 

その他 99千円 

計 11,543千円 

繰延税金資産（固定）   

その他 5千円 

 計 5千円 

 繰延税金負債（固定）   

その他 △ 138千円 

 計 △ 138千円 

繰延税金資産の純額 11,409千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、注記を省略しております。 

３．        ──────  ３．当連結会計年度から外形標準課税制度を適用したこと

に伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の

41.9％から40.6％に変更されております。 

 なお、当該税率変更による影響は軽微であります。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主なサービス 

(1）総合人材事業・・・アウトソーシング、人材派遣業 

(2）介護事業・・・・・介護サービス業 

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  
総合人材事業 
（千円） 

介護事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 2,780,527 258,463 3,038,990 － 3,038,990 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
11,700 － 11,700 △11,700 － 

計 2,792,227 258,463 3,050,690 △11,700 3,038,990 

営業費用 2,615,417 223,803 2,839,220 △17,623 2,821,597 

営業利益 176,809 34,659 211,469 5,923 217,392 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産 1,193,356 132,351 1,325,708 △72,320 1,253,387 

減価償却費 24,862 1,902 26,764 － 26,764 

資本的支出 34,064 1,938 36,002 － 36,002 



当連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主なサービス 

(1）総合人材事業・・・アウトソーシング、人材派遣業 

(2）介護事業・・・・・介護サービス業 

３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日）及び当連結会計年度（自平成17年10月１日 

至平成18年９月30日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないた

め、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日）及び当連結会計年度（自平成17年10月１日 

至平成18年９月30日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
総合人材事業 
（千円） 

介護事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 3,442,292 292,655 3,734,947 － 3,734,947 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
11,700 － 11,700 △11,700 － 

計 3,453,992 292,655 3,746,647 △11,700 3,734,947 

営業費用 3,243,814 271,612 3,515,427 △19,717 3,495,709 

営業利益 210,177 21,042 231,220 8,017 239,238 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産 1,603,400 283,683 1,887,084 △69,702 1,817,382 

減価償却費 24,498 6,993 31,491 － 31,491 

資本的支出 50,516 132,475 182,992 － 182,992 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．㈱スリーエスは、当社代表取締役道林昌彦が14.28％、当社取締役道林真由美が85.71％を直接保有する会

社でありましたが、全株式を売却したため、平成17年９月27日をもって、関連当事者でなくなっておりま

す。 

２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

近隣の取引実情を参考にして同等の価格によっております。 

当連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社 

㈱スリー

エス 

（注）1 

京都府福

知山市 
10,000 

産業廃棄物

処理業 
－ － 

店舗ビ

ル清掃

委託及

び業務

の請負 

清掃委託

料の支払 
4,499 － － 

請負料の

受取 
9,213 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 55,007.98円 

１株当たり当期純利益金額 12,375.35円 

１株当たり純資産額 91,836.62円 

１株当たり当期純利益金額 11,474.92円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、ストックオプション制度導入に伴う新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上場であるため、期

中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

 当社は、平成17年５月31日付で普通株式１株につき30

株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額         43,714.60円 

 なお、前連結会計年度については、連結損益計算書を

作成していないため、１株当たり当期純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する記載を

省略しております。 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
10,807.84円 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 128,161 129,953 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 128,161 129,953 

期中平均株式数（株） 10,356 11,325 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

  当期純利益調整額（千円） －  － 

普通株式増加数（株）   － 699 

（うち新株予約権（株）） （－）  (699) 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権 １種類 

（新株予約権の数 796個） 

────── 



⑥【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

            該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 200,000 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 36,968 30,560 1.58 － 

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
164,256 218,360 1.58 平成23年～平成30年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 401,224 248,920 － － 

  
１年超２年以内
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内
（千円） 

長期借入金 36,920 36,920 36,920 24,840 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
 金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   281,700 525,228 

２．受取手形   － 5,796 

３．売掛金   236,828 352,167 

４．貯蔵品   － 247 

５．前渡金   － 1,673 

６．前払費用   21,031 14,287 

７．繰延税金資産   5,320 8,164 

８．その他   5,046 8,270 

貸倒引当金   △611 △353 

流動資産合計   549,315 50.1 915,482 61.3

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1）建物 ※１ 86,956 90,572   

減価償却累計額   14,229 72,727 21,325 69,247 

(2）構築物   14,450 14,450   

減価償却累計額   4,870 9,579 6,843 7,606 

(3）車輌運搬具   24,344 17,986   

減価償却累計額   15,111 9,232 13,375 4,610 

(4）工具器具備品   19,383 25,797   

減価償却累計額   7,446 11,936 13,447 12,349 

(5）土地 ※１ 193,932 244,492 

(6）建設仮勘定   21,237 － 

有形固定資産合計   318,645 29.1 338,306 22.7

 



    
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
 金額（千円） 

構成比 

（％） 

２．無形固定資産     

(1）ソフトウェア   4,664 7,676 

(2）その他   621 621 

無形固定資産合計   5,286 0.5 8,298 0.5

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券   － 187 

(2）関係会社株式   168,104 168,104 

(3）出資金   5,300 5,300 

(4）従業員に対する長期
貸付金 

  － 851 

(5）長期前払費用   16,081 14,427 

(6）差入保証金   15,517 20,014 

(7）保険積立金   14,122 18,614 

(8）繰延税金資産   － 5 

(9）その他   3,350 3,350 

投資その他の資産合計   222,477 20.3 230,854 15.5

固定資産合計   546,409 49.9 577,459 38.7

資産合計   1,095,724 100.0 1,492,941 100.0 

      

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．短期借入金 ※１ 200,000 － 

２．１年以内返済予定長期
借入金 

※１ 36,968 24,200 

３．未払金   8,889 6,963 

４．未払費用   78,068 235,275 

５．未払法人税等   2,399 53,847 

６．未払消費税等   16,520 50,973 

７．預り金   20,684 27,313 

８．賞与引当金   11,079 5,029 

９．その他   1,078 1,107 

流動負債合計   375,687 34.3 404,710 27.1

 



    
前事業年度 

（平成17年９月30日） 
当事業年度 

（平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
 金額（千円） 

構成比 

（％） 

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金 ※１ 164,256 84,720 

２．預り保証金 ※３ 13,026 13,326 

固定負債合計   177,282 16.2 98,046 6.6

負債合計   552,970 50.5 502,757 33.7

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※２ 99,540 9.1 － －

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金   116,114 －   

資本剰余金合計   116,114 10.6 － －

Ⅲ 利益剰余金     

１．当期未処分利益   327,100 －   

利益剰余金合計   327,100 29.8 － －

資本合計   542,754 49.5 － －

負債・資本合計   1,095,724 100.0 － － 

        

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金    － －  283,540 19.0 

２．資本剰余金         

(1）資本準備金   －   300,114   

資本剰余金合計     － －  300,114 20.1 

３．利益剰余金         

(1）その他利益剰余金         

繰越利益剰余金   －   406,538   

利益剰余金合計     － －  406,538 27.2 

株主資本合計     － －  990,192 66.3 

Ⅱ 評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価 
差額金 

   － －  △7 △0.0 

評価・換算差額等合計     － －  △7 △0.0 

純資産合計     － －  990,184 66.3 

負債純資産合計     － －  1,492,941 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高 2,134,878 100.0 2,878,288 100.0 

Ⅱ 売上原価 1,651,765 77.4 2,257,685 78.4

売上総利益 483,113 22.6 620,603 21.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．募集費 44,935 51,239   

２．役員報酬 67,700 47,800   

３．給与手当 96,982 181,332   

４．賞与 14,138 8,654   

５．賞与引当金繰入額 11,079 5,029   

６．法定福利費 20,053 30,024   

７．旅費交通費 12,073 14,103   

８．減価償却費 16,403 14,946   

９．賃借料 15,381 17,497   

10．保険料 14,433 7,957   

11．修繕費 6,145 6,261   

12．消耗品費 3,037 5,920   

13．外注委託費 1,771 421   

14．貸倒引当金繰入額 547 198   

15．その他 65,159 389,843 18.3 85,549 476,937 16.5

営業利益 93,269 4.4 143,666 4.9

 



   
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取賃貸料 ※４ 17,580 17,426   

２．助成金収入  1,463 6,025   

３．保険解約益  4,368 10,742   

４．雑収入  2,246 25,658 1.2 2,355 36,549 1.2

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  6,894 4,608   

２．賃貸物件減価償却費  2,717 2,856   

３．新株発行費  － 7,680   

４．公開関連費  － 22,790   

５．雑損失  545 10,157 0.5 270 38,206 1.3

経常利益  108,771 5.1 142,010 4.9

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※１ 3,213 3,213 0.2 965 965 0.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※２ － 417   

２．固定資産除却損 ※３ 880 880 0.0 423 840 0.0

税引前当期純利益  111,103 5.2 142,135 4.9

法人税、住民税及び 
事業税 

 43,654 65,541   

法人税等調整額  3,106 46,761 2.2 △2,843 62,697 2.1

当期純利益  64,342 3.0 79,437 2.7

前期繰越利益  262,757 － 

当期未処分利益  327,100 － 

     



売上原価明細書 

 （注） 主な内訳は次のとおりであります。 

  
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費 ※１ 1,607,729 97.3 2,198,156 97.4

Ⅱ 経費 ※２ 44,035 2.7 59,528 2.6

売上原価  1,651,765 100.0 2,257,685 100.0 

     

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 労務費の主な内訳 ※１ 労務費の主な内訳 

給与手当 1,437,388千円

法定福利費 165,542千円

福利厚生費 4,797千円

給与手当 1,967,545千円

法定福利費 224,652千円

福利厚生費 4,080千円

※２ 経費の主な内訳 ※２ 経費の主な内訳 

旅費交通費 20,300千円

外注委託費 1,794千円

賃借料 10,433千円

旅費交通費 28,261千円

賃借料 11,649千円



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年12月22日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  327,100 

Ⅱ 次期繰越利益  327,100 



④【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証券 
評価差額金 

資本準備金 

その他 
利益剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成17年９月30日 残高 

（千円） 
99,540 116,114 327,100 542,754 － 542,754 

事業年度中の変動額       

新株の発行（千円） 184,000 184,000   368,000   368,000 

当期純利益（千円）     79,437 79,437   79,437 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額）（千円） 

        △7 △7 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
184,000 184,000 79,437 447,437 △7 447,430 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
283,540 300,114 406,538 990,192 △7 990,184 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）関係会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）関係会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

──────  

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

──────  

  

貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用しております。 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は、次のとおり

であります。 

建物         10～39年 

構築物          10年 

車輌運搬具      ２～６年 

工具器具備品     ３～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

 なお、主な耐用年数は、次のとおり

であります。 

 建物         ３～39年 

 構築物          10年 

 車輌運搬具      ２～６年 

 工具器具備品     ３～20年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

４．繰延資産の処理方法  新株発行費 

 新株発行費については、支出時に全額

費用として処理しております。 

 新株発行費 

同左 

  

  

（追加情報） 

平成18年６月５日付にて、引受証券会

社の引受価額36 8 , 0 0 0円、発行価格

400,000円と決定し、有償一般募集によ

り、平成18年６月14日付で新株式1,000株

の発行を行いました。 

 本発行に係る引受契約においては、発

行価格の総額と引受価額の総額との差額

32,000千円は引受証券会社の手取金と

し、引受手数料は支払われないこととさ

れております。従って、新株発行費に

は、本発行に係る引受手数料は含まれて

おりません。よって引受証券会社が発行

価格で引受を行い、これを一般投資家に

販売する買取引受契約に比べ、新株発行

費と資本金及び資本準備金の合計額と

が、それぞれ32,000千円少なく計上さ

れ、経常利益及び税引前当期純利益は、

それぞれ同額多く計上されております。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度に対応す

る金額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は990,184千円で

あります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ──────  

  

 （損益計算書） 

前事業年度まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示

しておりました「新株発行費」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記するこ

とといたしました。 

 なお、前事業年度における「新株発行費」の金額は396

千円であります。 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ────── （外形標準課税） 

    当事業年度において資本金が１億円を超えたことによる

外形標準課税制度の適用に伴い、法人税の付加価値割及び

資本割8,600千円は、「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月13日 実務対応報告

第12号）に基づき、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年９月30日） 

当事業年度 
（平成18年９月30日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 41,783千円

土地 181,762千円

計 223,546千円

建物 40,640千円

土地 181,762千円

計 222,403千円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 200,000千円

１年以内返済予定長期借入金 36,968千円

長期借入金 164,256千円

計 401,224千円

１年以内返済予定長期借入金 24,200千円

長期借入金 84,720千円

計 108,920千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２        ────── 

授権株式数 普通株式 24,000株

発行済株式総数 普通株式 11,027株

 

※３ 関係会社に対する資産及び負債 

関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。 

固定負債 

※３        ────── 

預り保証金 12,426千円  

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 3,213千円

計 3,213千円

車輌運搬具 965千円

計 965千円

※２        ────── ※２ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

  車輌運搬具 417千円 

計  417千円 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 310千円

車輌運搬具 570千円

計 880千円

建物 301千円

工具器具備品 121千円

計 423千円

※４ 関係会社にかかる営業外収益は次のとおりであり

ます。 

※４ 関係会社にかかる営業外収益は次のとおりであり

ます。 

受取賃貸料 14,630千円 受取賃貸料 14,391千円



（株主資本等変動計算書関係） 

  

当事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前期末株式数 
（株） 

当期増加株式数 
（株） 

当期減少株式数 
（株） 

当期末株式数 
（株） 

自己株式     

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

車輌運搬具 3,870 193 3,676 

合計 3,870 193 3,676 

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

減損損失 
累計額 
相当額 
（千円）  

期末残高
相当額 
（千円）

車輌運搬具 3,870 967 － 2,902

合計 3,870 967 － 2,902

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）                 同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 774千円

１年超 2,902千円

合計 3,676千円

  

リース資産減損勘定の残高         －千円 

１年内 774千円

１年超 2,128千円

合計 2,902千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

（注）                 同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定、減価償却費相

当額及び減損損失 

支払リース料 193千円

減価償却費相当額 193千円

支払リース料 774千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円

減価償却費相当額 774千円

減損損失 －千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日）及び当事業年度（自平成17年10月１日 至平成18

年９月30日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年９月30日） 

当事業年度 
（平成18年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

    

 繰延税金資産（流動）  

 賞与引当金損金算入限度超過額 4,642千円 

 未払事業税否認 678千円 

計 5,320千円 

 繰延税金負債  

計 －千円 

繰延税金資産の純額 5,320千円 

 繰延税金資産（流動）   

賞与引当金損金算入限度超過額 2,046千円 

未払事業税 6,018千円 

その他 99千円 

計 8,164千円 

繰延税金資産（固定）   

その他 5千円 

 計 5千円 

 繰延税金負債   

 計 －千円 

繰延税金資産の純額 8,169千円 

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.2 

住民税均等割等 2.4 

その他 △ 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1 

 ３．        ──────  ３．当事業年度から外形標準課税制度を適用したことに伴

い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用した法定実効税率は、前事業年度の41.9％から

40.6％に変更されております。 

 なお、当該税率変更による影響は軽微であります。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 49,220.50円 

１株当たり当期純利益金額 6,212.99円 

１株当たり純資産額 82,330.14円 

１株当たり当期純利益金額 7,014.35円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、ストックオプション制度導入に伴う新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上場でであるため、

期中平均株価が把握できませんので記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年５月31日付で普通株式１株につき30

株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額        43,714.60円 

１株当たり当期純利益金額      15,241.77円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
6,606.58円 

  
前事業年度 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 64,342 79,437 

普通株主に帰属しない金額（千円）  － － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 64,342 79,437 

期中平均株式数（株） 10,356 11,325 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

  当期純利益調整額（千円）  －  － 

普通株式増加数（株）   － 699 

（うち新株予約権（株）） （－） （699） 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株予約権 １種類 

（新株予約権の数 796個） 

  

────── 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を

省略しております。  

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

２．当期増加の主なものは次のとおりであります。 

  なお、下記金額には、建設仮勘定からの振替額を含めて表示しております。 

  土地      本部土地の取得      50,560千円 

３．当期減少の主なものは次のとおりであります。 

      車輌運搬具   社用車の売却        9,994千円 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 86,956 3,945 330 90,572 21,325 6,847 69,247 

構築物 14,450 － － 14,450 6,843 1,973 7,606 

車輌運搬具 24,344 3,636 9,994 17,986 13,375 2,963 4,610 

工具器具備品 19,383 7,342 928 25,797 13,447 6,304 12,349 

土地 193,932 50,560 － 244,492 － － 244,492 

建設仮勘定 21,237 1,622 22,859 － － － － 

有形固定資産計 360,304 67,107 34,112 393,299 54,992 18,088 338,306 

無形固定資産               

ソフトウェア － － － 11,694 4,017 2,042 7,676 

その他 － － － 621 － － 621 

無形固定資産計 － － － 12,316 4,017 2,042 8,298 

長期前払費用 18,574 2,689 324 20,939 6,512 4,019 14,427 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 611 353 456 154 353 

賞与引当金 11,079 5,029 11,079 － 5,029 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

ハ 売掛金 

相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 626 

預金   

普通預金 524,602 

小計 524,602 

合計 525,228 

相手先別内訳   

相手先 金額（百万円） 

㈱大崎 5,796 

合計 5,796 

期日別内訳   

期日別 金額（百万円） 

平成18年10月 1,432 

11月 1,453 

12月 1,230 

平成19年１月 1,679 

合計 5,796 

相手先 金額（千円） 

パナソニック フォト・ライティング㈱ 126,343 

㈱リクルート三洋ヒューマンネットワーク 42,841 

㈱島根富士通 35,599 

パナソニックエレクトロニックデバイス但馬㈱ 35,102 

三洋エプソンイメージングデバイス㈱ 11,862 

その他 100,417 

合計 352,167 



売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ 貯蔵品 

② 固定資産 

関係会社株式 

③ 流動負債 

 未払費用 

④ 固定負債 

長期借入金 

(3）【その他】 

  該当事項はありません。 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

236,828 3,005,580 2,890,240 352,167 89.13 35.76 

区分 金額（千円） 

印刷物貯蔵品 247 

合計 247 

会社名 金額（千円） 

㈱サクセススタッフ 107,683 

㈱ミストラルサービス 60,420 

合計 168,104 

区分 金額（千円） 

給与 185,250 

社会保険料 41,908 

その他 8,116 

合計 235,275 

相手先 金額（千円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 84,720 

合計 84,720 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 平成18年12月22日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

     当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告をすることができ

ないときは、日本経済新聞に掲載する。 

決算期 ９月30日 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ３月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単位未満株式の買取り 該当事項はありません。 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成18年５月11日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年５月26日及び平成18年６月６日近畿財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成18年６月15日近畿財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１１日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フリーワー

クの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フリーワー

ク及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士前野芳子との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      

前 野 公 認 会 計 士 事 務 所 

公 認 会 計 士      前 野 芳 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２２日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フリーワー

クの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フリーワー

ク及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士前野芳子との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      

前 野 公 認 会 計 士 事 務 所 

公 認 会 計 士      前 野 芳 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１１日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フリーワー

クの平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第１２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フリーワークの

平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士前野芳子との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      

前 野 公 認 会 計 士 事 務 所 

公 認 会 計 士     前 野 芳 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２２日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フリーワー

クの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第１３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フリーワークの

平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士前野芳子との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 訓 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      

前 野 公 認 会 計 士 事 務 所 

公 認 会 計 士      前 野 芳 子 
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